
平成１９年３月期  個別中間財務諸表の概要         平成 18年 11月 13日 

上 場 会 社 名         株式会社アップガレージ                上場取引所    東証マザーズ 
コ ー ド 番 号           3311                                      本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.upgarage.com ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長         氏名 石田 誠 
問合せ先責任者 役職名 専務取締役ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｻｰﾋﾞｽ部長   氏名 三井 衛  ＴＥＬ03(5457)1616 
決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 13 日              配当支払開始日 平成－年－月－日 
単元株制度採用の有無            無   
１． 18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績                               （百万円未満切り捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

2,005   (   3.8)
1,932   (   2.2)

7   (△84.5)
50   ( 374.2)

8   (△83.1)
50   (     -)

18 年 3 月期 3,773   (   1.8) 122   (  75.3) 117   ( 117.9)
 
 

中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

△46   (     -) 
13   ( 223.1) 

△2,752   93  
829   70  

18 年 3 月期 39   (  79.2) 2,368   12  

 
 

 (注)①期中平均株式数 18 年 9 月中間期 16,984 株 17 年 9 月中間期 16,811 株 18 年 3 月期 16,872 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)財政状態                                （百万円未満切り捨て） 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

1,894    
1,767    

738   
742   

39.0    
42.0    

43,455   54 
43,912   82 

18 年 3 月期 1,797    769   42.8    45,404   30 
 (注)①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 16,990 株 17 年 9 月中間期 16,900 株 18 年 3 月期 16,952 株 
  ②期末自己株式数  18 年 9 月中間期  －株  17 年 9 月中間期  －株  18 年 3 月期 －株 
 
２．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 
 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 4,164    27   △59   
(参考)１株当たり予想当期純損失(通期)   3,472 円 63 銭 
 
３．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 
 第 1 四半期末 中間期末 第 3 四半期末 期末 その他 年間 
18 年 3 月期 － 0 － 0 － 0 

19 年 3 月期（実績） － 0 ― ― ― ― 
19 年 3 月期（予想） － ― － 0 ― 0 

 
（注）この資料に記載されている業績予想は、当社が現時点で入手可能な情報から得られた判断に基づい

ております。予想にはさまざまな不確定要素が内在しており、実際の業績とは異なる場合がありま
す。従いまして、この業績予想に全面的に依存して投資等の判断を行うことは差し控えて下さい。 
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６．個別中間財務諸表 
（1）中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

（平成17年9月30日現在）

当中間会計期間末 

（平成18年9月30日現在）

前事業年度末の 

要約貸借対照表 

（平成18年3月31日現在）

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  370,953 436,863 347,126 

２．売掛金  146,945 183,491 201,504 

３．商品  592,984 662,028 583,718 

４．その他  89,879 105,977 93,266 

流動資産合計  1,200,762 68.0 1,388,361 73.3 1,225,615 68.2

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産 ＊1  

(１)建物  127,048 127,810 143,783 

(２)工具器具備品  78,847 73,982 78,312 

(３)その他  62,446 57,691 60,053 

有形固定資産合計  268,342 259,484 282,149 

２．無形固定資産  62,081 50,208 54,374 

３．投資その他の資産   

(１)敷金保証金  153,425 164,553 153,902 

(２)その他  82,070 32,241 81,845 

投資その他の資産合計  235,496 196,794 235,747 

固定資産合計  565,921 32.0 506,486 26.7 572,271 31.8

Ⅲ 繰延資産  513 0.0 － － － －

資産合計  1,767,197 100.0 1,894,848 100.0 1,797,887 100.0
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前中間会計期間末 

（平成17年9月30日現在）

当中間会計期間末 

（平成18年9月30日現在）

前事業年度末の 

要約貸借対照表 

（平成18年3月31日現在）

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金  45,127 70,621 39,511 

２．短期借入金  200,000 150,000 100,000 

３．１年以内返済予定の  
長期借入金 

 160,850 147,214 140,200 

４．賞与引当金  13,238 10,189 9,430 

５．その他 ＊2 148,092 157,191 167,865 

流動負債合計  567,308 32.1 535,216 28.2 457,008 25.4

Ⅱ 固定負債   

１．社債  28,000 14,000 21,000 

２．長期借入金  394,970 577,256 518,360 

３．その他  34,791 30,067 31,825 

固定負債合計  457,761 25.9 621,323 32.8 571,185 31.8

負債合計  1,025,070 58.0 1,156,539 61.0 1,028,193 57.2

（資本の部）   

Ⅰ 資本金  266,980 15.1 － － 267,760 14.9

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  285,875 － 286,655 

資本剰余金合計  285,875 16.2 － － 286,655 15.9

Ⅲ 利益剰余金   

(1) 任意積立金   

１．特別償却準備金  518 － 518 

(2)中間(当期)未処分利
益 

 188,753 － 214,760 

利益剰余金合計  189,271 10.7 － － 215,278 12.0

資本合計  742,126 42.0 － － 769,693 42.8

負債・資本合計  1,767,197 100.0 － － 1,797,887 100.0
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前中間会計期間末 

（平成17年9月30日現在）

当中間会計期間末 

（平成18年9月30日現在）

前事業年度末の 

要約貸借対照表 

（平成18年3月31日現在）

区分 
注記 
番号 

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１．資本金  － － 268,330 14.2 － －

２．資本剰余金   

資本準備金  － 287,225 － 

資本剰余金合計  － － 287,225 15.2 － －

３．利益剰余金   

その他の利益剰余金   

特別償却準備金  － 316 － 

繰越利益剰余金  － 182,437 － 

利益剰余金合計  － － 182,754 9.6 － －

株主資本合計  － － 738,309 39.0 － －

Ⅱ 評価･換算差額等  － － － － － －

純資産合計  － － 738,309 39.0 － －

負債純資産合計  － － 1,894,848 100.0 － －
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（2）中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年 4月 1日 
   至 平成17年 9月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年4月 1日 
 至 平成18年9月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年4月 1日 
 至 平成18年3月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比

（％）
金額（千円） 

百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比

（％）

    

Ⅰ 売上高   1,932,078 100.0 2,005,538 100.0  3,773,255 100.0

Ⅱ 売上原価   993,151 51.4 1,058,520 52.8  1,916,092 50.8

  売上総利益   938,927 48.6 947,018 47.2  1,857,162 49.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費   888,203 46.0 939,175 46.8  1,735,121 46.0

  営業利益   50,723 2.6 7,842 0.4  122,040 3.2

Ⅳ 営業外収益 ＊1  8,965 0.5 9,322 0.5  21,006 0.6

Ⅴ 営業外費用 ＊2  9,391 0.5 8,663 0.5  25,862 0.7

  経常利益   50,297 2.6 8,502 0.4  117,184 3.1

Ⅵ 特別損失 ＊3  24,651 1.3 53,876 2.7  37,220 1.0

税引前中間（当期）
純利益又は税引前中
間純損失（△） 

  25,645 1.3 △45,374 △2.3  79,964 2.1

 法人税、住民税及び
 事業税 

 19,667 9,037 49,339 

法人税等還付額  △3,279 － △3,279 

 法人税等調整額  △4,690 11,697 0.6 7,655 1,381 0.0 △6,051 40,008 1.1

 中間（当期）純利益
又は中間純損失（△）

  13,948 0.7 △46,755 △2.3  39,955 1.0

 前期繰越利益   174,805  174,805

 中間（当期） 
未処分利益 

  188,753  214,760
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（3）中間株主資本等変動計算書 
 当中間会計期間（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 18 年 9 月 30 日） 

（単位：千円） 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 
その他剰余金 

 
 
 

資本金 資本準備

金 
資本剰余金

合計 特別償却

準備金 
繰越利益

剰余金 

利益剰余

金合計 

株主資本

合計 
 

平成 18 年 3 月 31 日

残高 267,760 286,655 286,655 518 214,760 215,278 769,693

当中間会計期間中の

変動額    

 新株予約権の行使

による新株の発行 570 570 570   1,140

 中間純損失  △46,755 △46,755 △46,755

 合併による増加  14,231 14,231 14,231

その他  △201 201  
当中間会計期間中の

変動額合計 570 570 570 △201 △32,323 △32,524 △31,384

平成 18 年 9 月 30 日

残高 268,330 287,225 287,225 316 182,437 182,754 738,309

 
（単位：千円） 

 
評価・換算差額等 純資産合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 － 769,693

当中間会計期間中の変動額 
 新株予約権の行使による新株

の発行 1,140

 中間純損失 △46,755

 合併による増加 14,231

その他 
株主資本以外の項目の当中間会

計期間中の変動額（純額） 
当中間会計期間中の変動額合計 △31,384

平成 18 年 9 月 30 日残高 － 738,309

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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（４）中間キャッシュ・フロー計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税引前中間純利益  25,645 

減価償却費  29,007 

その他償却費  8,158 

賞与引当金の増加額  38 

貸倒引当金の増加額  925 

受取利息及び受取配当金  △4 

支払利息  8,645 

有価証券売却益  △518 

社債発行費償却  513 

固定資産除却損  307 

固定資産売却損  1,240 

店舗閉鎖損失  23,104 

売上債権の減少額  6,382 

たな卸資産の増加額  △60,166 

その他資産の増加額  △3,196 

仕入債務の減少額  △1,066 

その他負債の減少額  △977 

小計  38,038 

利息及び配当金の受取額  4 

利息の支払額  △8,022 

法人税等の還付額  10,562 

法人税等の支払額  △4,125 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 36,457 
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前中間会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

有価証券の売却による収
入（純額） 

 518 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △19,404 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 2,425 

無形固定資産の取得によ
る支出 

 △17,061 

子会社株式の取得による
支出 

 △60,000 

敷金保証金等の支払によ
る支出 

 △10,181 

定期預金の預入による支
出 

 △1,802 

店舗閉鎖に伴う支出  △9,611 

その他  20 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △115,097 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入れによる収入  200,000 

短期借入金の返済による
支出 

 △100,000 

長期借入れによる収入  100,315 

長期借入金の返済による
支出 

 △120,236 

社債の償還による支出  △7,000 

割賦購入未払金の返済  △4,566 

株式の発行による収入  3,000 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 71,512 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少
額 

 △7,126 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 361,259 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末残高 

 354,132 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成17年 4月１日 

至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年4月 1日 

 至 平成18年3月31日） 

(1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券 

①売買目的有価証券 ①売買目的有価証券 ①売買目的有価証券 

時価法(売却原価は、移動

平均法により算出) 

同左 同左 

②子会社株式及び関連会社

株式 

②子会社株式及び関連会社

株式 

②子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原価法 移動平均法による原価法 移動平均法による原価法

(2)デリバティブ (2)デリバティブ (2)デリバティブ 

時価法 同左 同左 

(3)たな卸資産 (3)たな卸資産 (3)たな卸資産 

①商品 ①商品 ①商品 

個別法に基づく原価法を採

用しております。 

個別法に基づく原価法を採

用しております。ただし、

店舗用消耗品につきまして

は、最終仕入原価法を採用

しております。 

個別法に基づく原価法を採

用しております。 

②貯蔵品 ②貯蔵品 ②貯蔵品 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

最終仕入原価法を採用して

おります。 

同左 同左 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

定率法（ただし、建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 3～45年

機械装置    13～15年

車両運搬具    2～6年

工具器具備品  2～10年

定率法（ただし、建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 3～45年

機械装置    13～15年

車両運搬具    4～6年

工具器具備品  4～10年

定率法（ただし、建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 3～45年

機械装置    13～15年

車両運搬具    2～6年

工具器具備品  4～10年

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

２．固定資産の減価償却の

方法 

自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用

可能期間（5年）に基づく定

額法を採用しております。 

同左 同左 

３．繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

支出時に全額費用処理し

ております。 

(1) 新株発行費 

同左 

 (2) 社債発行費 

商法施行規則の規定する最長

期間(３年)で均等償却してお

ります。 

 (2) 社債発行費 

商法施行規則の規定する最

長期間(３年)で均等償却し

ております。 
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成17年 4月１日 

至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年4月 1日 

 至 平成18年3月31日） 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

４．引当金の計上基準 

従業員の賞与支給に備え

るため、当中間会計期間に

負担すべき支給見込額を

計上しております。 

同左 従業員の賞与支給に備え

るため、当期に負担すべき

支給見込額を計上してお

ります。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、

特例処理の要件を満たし

ておりますので、特例処理

を採用しております。 

同左 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
 
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

金利スワップ 借入金の利息 
  

同左 同左 

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。

同左 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

６．ヘッジ会計の方法 

金利スワップの特例処理

の要件を満たしているの

で中間決算日における有

効性の評価を省略してお

ります。 

同左 金利スワップの特例処理の

要件を満たしているので決

算日における有効性の評価

を省略しております。 
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項目 

前中間会計期間 

（自 平成17年 4月１日 

至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年4月 1日 

 至 平成18年3月31日） 

７．中間キャッシュ・フロ

ー計算書における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっており

ます。 

 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 ８．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要

な事項 

消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によ

っております。 

同左 同左 

 
 
 
重要な事項の変更 
 

前中間会計期間 

（自 平成17年 4月１日 

至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年4月 1日 

 至 平成18年3月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第6号 平成15年10月31日）を

適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等） 

当中間会計期間より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はありま

せん。 

従来の資本の部の合計に相当する金額

は738,309千円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。

（固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平

成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6

号 平成15年10月31日）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

 （企業結合に係る会計基準等） 

当中間会計期間から「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会平成15年10

月31日）及び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計基準第7号）並びに「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準

に関する適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月27日 企業会計基準適用指

針第10号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありま

せん。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成17年9月30日現在） 

当中間会計期間末 

（平成18年9月30日現在） 

前事業年度末 

（平成18年3月31日現在） 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

242,206千円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額

302,104千円 

有形固定資産の減損損失累計額

17,899千円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額

273,829千円 

＊２ 消費税等の取扱い ＊２ 消費税等の取扱い ＊２ 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債のそ

の他に含めて表示しておりま

す。 

同左 

 ３ 債務保証  ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

フランチャイジーの金融機関

からの借入に対する債務保証が

19,500千円あります。 

(1) 債務保証 

フランチャイジーの金融機関

からの借入に対する債務保証が

11,700千円あります。 

(2) 経営指導念書 

子会社である株式会社リーワ

ンネットのリース会社への支払

債務に対して経営指導念書を差

し入れており、その金額は

39,637千円であります。 

(1) 債務保証 

フランチャイジーの金融機関

からの借入に対する債務保証が

15,600千円あります。 

(2) 経営指導念書 

子会社である株式会社リーワ

ンネットのリース会社への支払

債務に対して経営指導念書を差

し入れており、その金額は

44,394千円であります。 

 

（中間損益計算書関係） 
前中間会計期間 

（自 平成17年 4月１日 

至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年4月 1日 

   至 平成18年3月31日） 

＊１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。 

    受取利息       4千円 

    受取手数料  5,894千円 

    有価証券売却益 518千円 

＊１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。 

    受取利息     33千円 

    受取手数料 6,537千円 

＊１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。 

    受取利息         9千円 

    受取手数料    12,036千円 

    受取保険金      3,832千円 

＊２ 営業外費用の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。 

    支払利息  8,645千円 

＊２ 営業外費用の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。 

    支払利息  8,435千円 

＊２ 営業外費用の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。 

    支払利息   17,558千円 

＊３  特別損失の内容は固定資産の

除却及び売却に伴い発生したも

の並びに直営店の閉店により発

生したものです。 

＊３ 特別損失の主要なもの 

   子会社株式評価損 35,976千円

   減損損失     17,899千円

＊３ 特別損失の内容は固定資産の

除却及び売却によるもの並びに

直営店の閉店により発生した損

失です。 
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前中間会計期間 

（自 平成17年 4月１日 

至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年4月 1日 

   至 平成18年3月31日） 

 減損損失 

当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

場所 用途 種類 

山形店 店舗用資産 
建物、構

築物 

千 葉 八 千

代店 
店舗用資産 

建物等 

フ ィ ー ル

ド ガ レ ー

ジ 北 九 州

黒崎店 

店舗用資産 

建物、構

築物 

当社は、原則として各店舗を基本

単位としてグルーピングをしてお

り、営業活動による損益が継続して

マイナスとなる店舗について減損損

失を計上しております。 

その内訳は、建物14,829千円、工

具器具備品785千円及びその他2,284

千円であります。 

なお、当該資産グループの回収可

能額は正味売却価額により測定して

おり、いずれも賃借物件に係るもの

であり、零として評価しております。

 

４ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

    有形固定資産 29,660千円 

    無形固定資産  7,492千円 

４ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

    有形固定資産 28,275千円 

    無形固定資産  7,644千円 

４ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

    有形固定資産 62,518千円 

    無形固定資産 15,199千円 
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 
前中間会計期間 

（自 平成17年 4月１日 

至 平成17年 9月30日） 

現金及び現金同等物の中間会計期末

残高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年9月30日現在) 

現金及び預金勘定 370,953千円

預入期間が3ヶ月を超

える定期預金 
△16,820千円

現金及び現金同等物 354,132千円
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（リース取引関係） 
前中間会計期間 

（自 平成17年 4月１日 

至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年 4月 1日 

  至 平成18年 3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

 

 

取得価額相

当額 

減 価 償 却

累 計 額 相

当額 

中間期末残

高相当額 

 千円 千円 千円 

建物 11,926 8,745 3,180 

機械装置 4,200 1,890 2.310 

車両運搬

具 
4,732 1,577 3,154 

工具器具

備品 
9,167 8,861 305 

 

 

 

取得価額相

当額 

減 価 償 却

累 計 額 相

当額 

中間期末残

高相当額 

 千円 千円 千円

建物 11,926 11,131 795 

機械装置 4,200 2,730 1,470 

車両運搬

具 
4,732 2,523 2,208 

 

 

 

取得価額相

当額 

減 価 償 却

累 計 額 相

当額 

期末残高相

当額 

 千円 千円 千円

建物 11,926 9,938 1,987 

機械装置 4,200 2,310 1,890 

車両運搬

具 
4,732 2,050 2,681 

工具器具

備品 
9,167 9,167 － 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

   １年内      5,310千円 

   １年超        5,396千円 

    合計          10,707千円 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額

   １年内      3,094千円 

   １年超        2,302千円 

合計           5,396千円 

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

   １年内      4,488千円 

１年超        3,384千円 

合計           7,873千円 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

   支払リース料    3,378千円 

   減価償却費相当額 3,002千円 

支払利息相当額   376千円 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

   支払リース料   2,358千円 

   減価償却費相当額 2,085千円 

支払利息相当額   273千円 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

   支払リース料   6,077千円 

   減価償却費相当額 5,393千円 

支払利息相当額   684千円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法については

利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 
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前中間会計期間 

（自 平成17年 4月１日 

    至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年 4月 1日 

    至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年 4月 1日 

    至 平成18年 3月31日） 

２．オペレーティングリース取引 

  未経過リース料 

  １年内       1,128千円 

  １年超       2,257千円 

   合計       3,386千円 

２．オペレーティングリース取引 

  未経過リース料 

  １年内       1,128千円 

  １年超       1,128千円 

   合計       2,257千円 

２．オペレーティングリース取引 

  未経過リース料 

  １年内       1,128千円 

  １年超       1,693千円 

   合計       2,822千円 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

 
（有価証券関係） 

前中間会計期間 

（自 平成17年 4月１日 

至 平成17年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 

至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年4月 1日 

    至 平成18年3月31日） 

 該当事項はありません。 同左 同左 

 
（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間 

（自 平成17年 4月１日 

至 平成17年 9月30日） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行って

おりますが、ヘッジ会計を適用し

ておりますので注記の対象から除

いております。 

 

 
（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成 17 年 4 月 1 日 至 平成 17 年 9 月 30 日） 

 該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 
前中間会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

    至 平成17年9月30日） 

 

１株当たり純資産額 43,912.82円 

１株当たり中間純利益金額 829.70円 

潜在株式調整後1株当たり

中間純利益 
818.67円 

  

 （注） １株当たり中間純利益金額及び潜在株式調整後 1 株当たり中間純利益金額の算定上

の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日）

1株当たり中間純利益金額  

中間純利益（千円） 13,948 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る中間純利益（千円） 13,948 

普通株式の期中平均株式数（株） 16,811 

  

潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額  

中間純利益調整額（千円） － 

普通株式増加数（株） 227 

（うち転換社債（株）） （ －）

（うち新株予約権（株）） （ 227）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

1株当たり中間純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

－ 
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（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年 4月 1日 

 至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 

 至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年4月 1日 

  至 平成18年3月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 簡易合併 

当社は、平成18年3月28日開催の取締役

会決議により、平成18年6月1日を合併期

日として、株式会社バックアップガレー

ジ（当社100%子会社）を簡易合併方式に

より吸収合併し、会社統合いたしました。

(1) 合併の方式 

株式会社アップガレージを存続会社と

する吸収合併方式で、株式会社バックア

ップガレージは解散いたしました。 

(2) 合併期日及び合併登記 

平成18年6月1日 

(3) 合併比率 

株式会社バックアップガレージは全株

式を株式会社アップガレージが保有して

いることから、新株式の発行は行いませ

ん。 

(4) 合併交付金 

株式会社アップガレージによる合併交

付金の支払は行いません。 
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前中間会計期間 

（自 平成17年 4月 1日 

 至 平成17年 9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年 4月 1日 

 至 平成18年 9月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年4月 1日 

  至 平成18年3月31日） 

  (5) 財産の引継 

株式会社アップガレージは、合併期日に

おいて、株式会社バックアップガレージ

の資産及び負債並びに権利義務の一切を

引き継ぎました。 

なお、株式会社バックアップガレージ

の平成18年5月31日現在の資産、負債及び

資本の額は次のとおりであります。 

株式会社バックアップガレージ 

（千円）

科目  金額 

売掛債権 39,923 

棚卸資産 13,184 

 

その他の

流動資産 
12,676 

流動資産計 65,784 

有形固定

資産 
2,789 

無形固定

資産 
86 

 

投資その

他の資産 
35 

固定資産計 2,910 

資産合計 68,695 

買掛債務 31,658  

その他の

流動負債 
2,805 

流動負債計 34,463 

固定負債計 - 

負債合計 34,463 

資本合計 34,231 
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